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第1章 序論

1.1 海難の現状とヒューマンエラー（操船者エラー）に関する先行研究

旧海難審判庁の海難レポート及び海難審判所のレポート海難審判，海上保安庁の海難統計によると，

海難件数は年々減少傾向にあるが，いまだに多くの海難が発生していることが分かる 8�11)．また，海

難の中で最も多いのは衝突海難であり 8�11)，衝突海難は，人命や積荷へ大きなダメージを与える可

能性が高いだけではなく，油の流出等，環境汚染に繋がる可能性も高い海難と言える．そこで，衝突

海難を減らすための対策が望まれている．

多くの衝突海難の原因として，見張り不十分や操船不適切等の「ヒューマンエラー」が指摘されて

いる．衝突海難の原因の 79%はヒューマンエラー，つまり操船者のエラーである 11)．ヒューマンエ

ラーが原因とされる事故を減少させるためには，システムの完全自動化，もしくはヒューマンエラー

の抑制が必要である．船舶においても，ヨーロッパを中心に自律航行船（無人化船）の研究が始まっ

ているが，12�14)．船舶は，船橋からの見張り作業に着目すると，周囲の環境情報や他船情報の電子

化，情報収集方法の自動化は進んできているものの，基本的には人間（操船者）の判断や操作が中心

となって運航されている．つまり，船舶は航空機や鉄道，自動車等の他の交通分野に比べ，人間（操

船者）の専門知識や高度な操船技術，また乗船経験に基づく操船者の行動が，より多く必要とされる

交通分野である．人間の関わる部分が多い船舶の運航システムでは，機能の自動化への課題が多く，

船舶の運航が完全に自動化（無人化）されるまでには，まだ長い年月がかかることが予想できる．し

たがって，現時点で衝突海難を減少させるためには，船舶運航におけるヒューマンエラー（操船者の

エラー）を理解し，それらを抑制する対策を行う必要がある．

船舶運航における操船者の見張り特性や操船者のエラー，避航行動や操船者のエラーが原因となっ

た海難分析に関し，すでに多くの先行研究がなされている．例えば，村山，山崎らは，操船者が緊急

な危機回避行動を要求されヒヤリとする状況を未然事故と定義し，調査票による発生状況を調査し，

海難審判を受けた船舶数と比較することで，未然事故はハインリッヒの法則に近い割合で発生してい

ることを示した 15)．また，今津らは，海難原因の解明を目的として，ヒアリハット事例（ニアミス

事例）について，アンケート及びヒアリング調査を行い，ニアミスを起こした多くのケースで，その

時のワッチレベルでの対応が困難になっていたことと，ワッチレベルが高い場合でも，チームワーク

不足で能力が十分に発揮されていないケースがあることを明らかにした 16,17)．しかし，これらの研

究はアンケート調査に基づくものが多く，ニアミスや未然事故が起こりやすい状況やその発生頻度，

一部要因の指摘にとどまっており，それらが発生した過程や背後要因を辿る分析をしている事例は少

ない．そこで，本論文の対象は，衝突海難を引き起こしたケースと共に，ニアミスや未然事故等の実

際には衝突海難を起こしていないケースも含む船舶運航における操船者のエラーとし，それらが発生
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した過程や背後要因を示すとともに，安全対策の検討と提案を行う．

操船者の見張り特性に関する研究として，小林らは，操船シミュレータを用いて東京湾中ノ瀬航路

入り口で発生した衝突海難事例を分析し，その原因が操船者のエラーであることを示すと共に，航路

航行義務という環境特性と操縦性能が間接原因であることを示した．また，海難の関係因子抽出と因

子間の関係を明らかにするにあたり，操船シミュレータを用いた調査が有効であるとしている 18)．西

村らは，航行環境の変化に対する操船者の見張り特性として，視界制限状態や周囲の船舶数の増加に

より，見張りの範囲が狭められることと，自船から近い船舶に見張りが集中することで，見張りの範

囲が狭められることを示している 19)．金湖らは，遭遇確率から衝突リスク削減効果を定量的に評価

する手法を開発し，航行環境整備による衝突海難防止対策を提案している 20)．これらの研究結果か

ら，操船者の見張り特性やエラーの発生過程を分析するために，操船シミュレータの利用は有効であ

ると考えられる．そこで，実船で計測することが難しい操船者の見張り特性やエラーの発生過程を分

析する手段として操船シミュレータを活用したいと考える．

井上らは，水先人養成を目的としたシミュレータ訓練において，操船実務経験者と商船系学生の見張り

作業の違いを示す有効な手法として，SAGAT(Situation Awareness Global Assessment Technique)21)

を用いている 22)．SAGATは，実験後に実験中の状況についてヒアリング調査を行うのではなく，実

験中にその場の状況に関する被験者の知識を調査する手法であり，実験後の記憶や感情に影響されな

い，実験中の状況認識を計測できる特徴がある．そこで，操船シミュレータ実験における操船者の行

動分析とは別に，操船者の状況認識の詳細を分析するためには，SAGATが有効であると考える．

海難の事例分析に基づく研究として，山崎は，海難審判庁裁決録において「見張り不十分」を主要

因と記載されている衝突海難のみを対象とした事例分析を行い，漁船と貨物船別の見張り不十分と

なった理由等，衝突海難の実態を示した 23)．福地らは，人間ー機械システムの安全設計を目標とし，

海難審判庁の海難データを FTA(Fault Tree Analysis)を行っている．これらの先行研究から，衝突

海難事例の分析により，その発生傾向を把握することが可能であることが分かり，発生頻度の高い操

船者エラーやその背後要因の一部を示すことが可能であると考えられる．そこで本論文では，安全対

策を検討する上で必要となる操船者エラーの一般的な背後要因のリストアップに海難事例を用いる．

1.2 研究目的

本論文は，海難の主要な原因として指摘される操船者のエラーは海難の背後要因の一つ過ぎず，操

船者エラー背後には様々な要因があるという視点から，船舶運航における操船者の一般的な状況認識

の特徴を示すことを目的とする．さらに，それらの特徴に基づき，見張り不十分が原因として指摘さ

れる衝突海難を減らすための効果的な対策を提案することを目的とする．

1.3 研究の概要

本論文では，まず衝突海難事例からその傾向を分析し，かつ船舶運航における人間の関わり方や

自動化の程度を整理することで，衝突海難対策を検討するためには，操船者の状況認識に着目する
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ことの必要性について示した．次に，操船者の一般的な状況認識の特徴を明らかにするために，操

船実務経験者を被験者とした操船シミュレータ実験を行い，操船者の行動分析と SAGAT（Situation

Awareness Global Assessment Technique）21) を用いた状況認識の分析を行った．また，人間信頼性

解析手法である CREAM（Cognitive Reliability and Error Analysis Method）24) を用いて，衝突海

難事例を分析する過程において，見張り作業における操船者エラーの背後要因を整理した．さらに，

操船者の状況認識を含む意思決定過程をイベントツリー表示し，重要度評価手法を適用する，衝突海

難対策の検討法を提案した．提案した手法を用いて衝突海難事例を分析した結果と，操船者の一般的

な状況認識の特徴を用いて，見張り不十分が原因とされる衝突海難の具体的な対策を提案した．
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第2章 事故防止対策の現状とヒューマンファクター

2.1 課題設定

衝突海難の防止対策を検討するにあたり，船舶運航におけるヒューマンエラーの定義を明確に示し，

現状の対策やヒューマンファクター分析に関する現状を把握しておく必要がある．

2.2 方法

本章では，航空機，鉄道，自動車，船舶，各交通分野における事故調査の現状と，各分野における

自動化の程度等を整理し，船舶の運航における操船者の関わり方と事故事例分析から分かる操船者エ

ラーの特徴を把握する．また，海難の発生状況とヒューマンファクターの視点からの現状の海難対策

について調査を行い，船舶の運航における操船者エラーを抑制するための視点について整理する．さ

らに，過去の事故調査で指摘される原因を調査し，発生頻度が高く，事故による人的被害や環境影響

が大きい衝突海難の発生傾向から，現在最も対策をとるべき船舶運航における操船者のヒューマンエ

ラー（操船者エラー）を指摘する．

2.3 結果

本章では，船舶事故調査報告書や海難分析に関する文献調査により，衝突海難を抑制するために扱

うべき船舶運航におけるヒューマンファクター（操船者エラー）を定義した．また，海難審判所（旧

海難審判庁）の海難レポート（過去 20年分）と海上保安庁の海難統計（過去 22年分）を用いて，衝

突海難の発生傾向を分析し，以下の結論を得た．

(1) 交通機関を運転する人間を，運転を職業としている「職業人」とそれ以外の「非職業人」の 2種

類に分類すると，船舶は職業人（海技士）と非職業人（小型船操縦士等）の操縦が混在し，特に

沿岸海域や湾内では，作業船やタグボート等の職業人と，小型漁船やプレジャーボート等，非職

業人の操縦する船舶が近接して航行している．

(2) 事故による被害の大きさを考えると，小型船やプレじゃボートより，大型の船舶，つまり職業人

（海技士）の関わる事故に，まず着目する必要がある．

(3) 船舶の運航は，操船者の専門知識や高度な操船技術，また乗船経験に基づく操船者の判断や操作

がより多く必要とされる交通分野である．
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(4) ヨーロッパを中心に，日本においても自律船（無人化船）に関わる検討が始まっているが，人間

の関わる部分が多い船舶運航では，様々な機能の自動化への課題が多く，自律船が運航されるま

でには，まだ長い時間を要すると考えられる．

(5) 多くの事故対策の結果，衝突海難は，少しずつ減少傾向にあるが，ここ数年の減少幅が小さい．

これは，今まで行われてきた事故分析の結果に基づく対策だけでは，衝突海難の抑制に限界があ

ることの表れと考えることができる．つまり，衝突海難をさらに減少させるためには，事故分析

以外のアプローチも必要であると考えられる．

(6) 衝突海難の原因として多く指摘されるのは「見張り不十分」や「操船不適切」等，操船者のヒュー

マンエラー（操船者のエラー）であり，衝突海難の原因全体の約 80%を占める．したがって，現

在最も対策の検討が望まれる船舶運航におけるヒューマンエラーの一つである．

(7) 衝突海難の原因として多く指摘される「見張り不十分」には，まったく他船に気づいていない場

合と，他船の存在に気づいていたにも関わらず，継続的な見張りを行っていなかった場合の両方

が含まれており，海難審判裁決録や海難レポートからは，なぜ「見張り不十分」に陥ってしまっ

たのかという背後要因を把握することが難しい．操船者のエラーは，あくまで最終的な結果であ

るという視点から対策の検討を行う必要がある．

(8) 操船者の見張り作業を Endsleyの状況認識モデルに当てはめて考えると，「見張り不十分」とは，

操船者の状況認識におけるエラーであると考えることができる．そこで，見張り不十分が原因と

される衝突海難を抑制する方法を検討するためには，まず，操船者の見張り作業（状況認識）の

詳細を理解する必要がある．
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第3章 操船者の見張り作業におけるエラーモード

と状況認識の特徴 1�3)

3.1 課題設定

衝突海難の主要な原因として指摘される「見張り不十分」は，状況認識における操船者エラーの一

つであると考えられる．また，操船者の見張り作業において，海難には至らないが，海難を引き起こ

す可能性のある状況が多数発生していることは一般的に知られており，海難審判所（旧海難審判庁）

や海上保安庁の統計で示されるより多くの操船者エラーが発生していると考えられる．操船者エラー

が原因で引き起こされる海難を抑制するためには，操船者の標準的な見張り作業を把握した上で，海

難発生の有無に関わらず発生している操船者エラーを把握する必要がある．

3.2 方法

本章では，同一環境を繰り返し再現でき，かつビデオやマイクを利用し，操船者の目線や航海機器

の操作状況等，操船行動を計測することができる操船シミュレータを用いて，操船者の行動分析と，

SAGAT（Situation Awareness Global Assessment Technique）を用いた操船者の状況認識の計測を

行った．実験シナリオ作成の際，事前に見張りを行うべき船舶を定義し，それらの船舶が適切なタイ

ミングで監視されているかどうか評価することで，海難の有無に関わらず，実験中に発生した操船者

エラーを特定すると供に，SGATを用いて被験者がシミュレータ実験中に注目している船舶を計測す

ることで，複数の操船実務経験者が共通して監視している船舶の特徴を示した．

3.3 結果

操船船シミュレータを用いて，操船実務経験者を被験者とした実験を行い，実験における操船者の

行動分析や SAGATを用いた状況認識の計測から下記のことが明らかとなった．

(1) 操船者の見張り作業における行動分析から，見張り不十分として指摘される「見落とし」や「気

づき遅れ」という操船者エラーを抽出し，衝突海難を引き起こしていない場合でも，それらのエ

ラーが複数発生していることを示した．

(2) 操船者は自船の周囲に複数の船舶が存在する場合，それらの船舶に対し見張りの優先順位を付け

ており，見張り不十分として指摘される「見落とし」や「気づき遅れ」という操船者エラーは，

何らかの背後要因によって操船者の見張りの優先順位が適切ではなくなった結果として生じる行
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動，つまりそれらの発生要因は操船者の見張りの優先順位が適切ではなかったことであることを

示した．

(3) 操船者の一般的な見張り作業として，複数の被験者が共通して見張りを行っている船舶を原らが

提案した衝突危険度評価式 ?)のパラメータを調整することで，距離及び方位変化率で示される

特徴を示した．
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第4章 CREAMを用いた衝突海難事例分析及び衝

突海難の背後要因の検討

4.1 課題設定

第 3章において，操船者の見張り作業を分析した結果，操船者は自船周囲に複数の船舶が存在する

場合，それらに見張りの優先順位を付けており，見張り不十分として指摘される操船者の行動は，何

らかの背後要因によって操船者の見張りの優先順位が適切ではなくなった結果として生じるものであ

ることが明らかとなった．さらに，操船者の状況認識モデルを用いて操船者エラーを分析した結果，

情報収集や情報に基づく判断，情報に基づく将来予測において，複数の背後要因が考えられた．

見張り不十分が原因とされる衝突海難の抑制には，適切な見張りの優先順位を維持する対策が必要

である．そのためには，見張りの優先順位に影響を与える，操船者エラーとその背後要因を把握して

おく必要があると考えられる．

4.2 方法

本章では，原子力分野のヒューマンエラー分析に用いられる人間信頼性解析手法の一つである

CREAM（Cognitive Reliability and Error Analysis Method）24) を衝突海難分析に用いることが

できるよう，Common Performance Condition（CPC）や原因ー結果リンク（背後要因の分類）を修

正・整理することで，発生する可能性のある操船者エラーの背後要因を把握した．また，CREAMに

よる衝突海難事例の分析を行い，修正した CPCや原因ー結果リンクの妥当性を検証した．海難事例

分析には，運輸安全委員会の船舶事故調査報告書の「第 2章 事実情報」のみに着目し，「第 3章 分析」

に記載されている事項を極力参照せず，衝突に至る事実の経過のみに基づく分析を行った．

4.3 結果

本章では，人間信頼性解析手法の一つである CREAMを海難分析に適用し，操船者エラーの背後

要因を把握することを目的として，CPC及び原因ー結果リンクの修正と整理を行った．さらに，修

正したCPC及び原因ー結果リンクを用いて衝突海難の事例分析を行った．その結果，以下のことが

明らかとなった．

(1) CPCを海難に特化してものに修正することで，因子型の操船者エラーの背後要因について整理

することができた．また，それらの CPC間の依存関係について，操船実務経験者へアンケート

調査を行った結果，船舶の運航特有の依存関係が明らかとなった．
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(2) 原因ー結果リンクを海難に特化したものに修正することで，エラーモードとその背後要因の関係

を海難特有の先行条件の追加も含め整理することができた．

(3) 修正を行ったCPCや原因ー結果リンクを用いて，海難事例分析を行った結果，CPCや原因ー結

果リンクをまとめた分類表に基づき分析を行うことで，CREAMを海難分析に適用することが可

能であることを示した．ただし，船舶事故報告書等，すでに事故調査が終了している事例を分析

する際には，報告書に該当する項目が明確に記載されていない場合，一部のCPCや原因ー結果

リンクが評価できないという問題が発生する可能性がある．したがって，事故調査の段階で本章

で整理したエラーモードや背後要因の発生の有無等を調査する必要がある．
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第5章 操船者の状況認識に着目した衝突海難対策

の検討手法 4,5)

5.1 課題設定

第 3章では，操船シミュレータ実験における操船実務経験者の行動分析と，SAGATを用いた状況

認識の計測から，操船者の見張り特性について把握した．また，操船者の見張り作業におけるエラー

の詳細を，操船者の状況認識モデルを用いて分析し，可能性のある背後要因の検討を行った．第 4章

では，操船者のエラーの背後にある一般的な要因をリストアップし，CREAM手法に基づく衝突海難

分析を通し，それらの背後要因を整理した．シミュレータ実験における操船者の行動分析やCREAM

を用いた事故事例分析から，操船者エラーの抽出やその背後要因をリストアップすることは可能であ

る．一方，複数の操船者エラーが発生した場合や，操船者エラーの背後に複数の背後要因が存在する

海難を防止するために，それら全てに対策を取ることは不可能である．第 3章で行った操船者の状況

認識モデルを用いた分析だけでは，効率的な衝突海難対策，つまり，優先的に取り組むべき対策を提

案することが難しい．

5.2 方法

海難審判所裁決録（以降，裁決録）は実際の海難事例の記録であり，海難の詳しい状況を知るため

には有効な資料である．しかし，裁決録の調査から得られるのは，あくまで事故を回避できなかった

場合，言わば操船者の失敗の行動である．一方 裁決録を参考にした実験シナリオによるシミュレータ

実験では，衝突を回避するまで繰り返し実験を行うことにより，衝突を回避できた場合の行動を得る

ことが可能である．この様にして得られる回避行動と，回避できなかった場合の行動（裁決録に記載

の内容を含む），またそれぞれの行動に至る操船者の意思決定過程を比較することで，操船者エラー

を含む衝突海難の原因を抽出し，対策を検討することは可能と考えられる．

実験シナリオは，分析の対象とする衝突海難を裁決録等を用いた調査に基づき作成し，ミュレータ

実験は，衝突を回避できた場合の操船者の行動が観測できるまで繰り返し行う．したがって，1回目

の実験で衝突を回避した場合は，1回の実験で終了し，衝突を回避できなかった場合は複数回の実験

を行う．実験後には，操船の意図や状況認識の詳細についてヒアリング調査を行う．行動分析及びヒ

アリング調査の結果を用いて，操船者の意思決定過程をシンプルにモデル化した簡易タスクモデルを

作成し，簡易タスクモデルをヘッダーとして，イベントツリー表示することで，衝突を回避できた場

合と回避できなかった場合の操船者の意思決定過程を比較することが可能である．さらに重要度評価
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手法を適用し，衝突を回避するために重要となるタスク，つまり最も対策を取るべきタスクを指摘す

ることができる．

5.3 結果

本章では，効率的な衝突海難対策を検討する手法を提案し，海難事例に基づき，手法の有効性の評

価を行った．その結果について，下記に示す．

(1) 海難事例を再現したシナリオを用いたシミュレータ実験を行い，行動分析から操船者の意思決定

過程をイベントツリー表示し，重要度評価を行うことで，衝突海難の効率的な対策の検討が可能

である．ただし，効率的な対策を一つに絞ることができるのは，衝突までの時間が短く，操船者

が判断や注視等のタスクを繰り返さない状況における衝突海難を対象とした場合である．

(2) 提案した手法を用いて，航路入口で発生した衝突海難事例を分析した結果，操船者エラーとして

衝突の危険があるかどうかの判断エラーを抽出することができ，衝突の回避には，この「判断」

というタスクに対策をとる必要があることを示した．

(3) 海難事例分析で抽出した判断エラーの背後には，操船者の思い込みという背後要因が存在する可

能性が高いことが明らかとなった．
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第6章 見張り不十分が原因とされる衝突海難の対

策 6,7)

6.1 課題設定

第 3章では，見張り不十分として指摘される「見落とし」や「気付き遅れ」は，衝突海難を引き起

こしていない場合でも，複数発生していることを示し，その背後要因として，見張りの優先順位が適

切でなかったことを指摘した．さらに，複数の操船者に共通する標準的な見張り作業として，継続的

に見張りが必要な船舶の条件を示した．第 4章では，CREAM を衝突海難分析に用いることができ

るよう、Common Performance Condition（CPC）と原因ー結果リンク（背後要因の分類）を修正・

整理し、発生する可能性のある操船者エラーの背後要因を示した．さらに第 5章では，衝突海難事例

を用いて，対策の検討手法を提案した．これらの研究結果を元に，見張り不十分が原因として指摘さ

れる衝突海難対策を提案する必要がある．

6.2 方法

事故対策の検討では，その導入コストや海域特有の制約等を考慮する必要がある．本章では，第 5

章で明らかとなった操船者の判断エラー（思い込み）の抑制を目的とし，導入コストに重点を置いた

検討を行った．その結果，どの海域においても実施可能で，現実的にすぐに導入でき，導入コストが

低い対策として，ポスターによる航路情報の事前提供を，一つの対策として採用し，その効果を検証

した．

具体的には，航路の情報を提供する資料として，航路の入り口付近にて横切りの交通流の存在があ

ることを示すと共に，衝突海難事例を紹介するA4サイズのポスターを作成した．シミュレータ実験

において，ポスターを実験前に参照した被験者と，参照しなかった被験者の判断や行動を整理し，比

較評価を行った．

これらの結果から，本章の前半では，情報の事前提供が衝突海難の抑制に有効な方法の一つであ

ることを示したが，分析を行ったポスターを利用した方法は，どの海域においても実施可能で，現実

的にすぐに導入ができ，導入コストも低いというメリットがあるが，効果を発揮するためには，ポス

ター（情報）を操船者に確実に参照してもらう必要があることが明らかとなった．事前に衝突を抑制

するために有効な情報を確実に参照をしてもらうためには，やはり自動的に提供する仕組みが必要が

ある．ただし，機器の導入コスト，船橋内にすでに設置されている航海計器や操船者が主に情報収集

のために操作している航海計器の数を考慮すると，新しく情報提供するための機器を導入するより

も，すでに多くの船舶に搭載され，使用頻度の高い航海機器に情報の事前提供機能を追加することが，
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現実的でかつ有効であると考えられる．そこで，多くの船舶に搭載され，操船者の使用頻度も高い，

レーダによる情報の事前提供方法を検討し，提案を行った．

6.3 結果

本章では，見張り不十分が原因として指摘される衝突海難対策を検討・提案し，その効果を検証し

た．また，レーダの機能に着目した衝突海難対策を提案した．その結果について，下記に示す．

(1) 衝突海難対策を導入コストや導入の現実性を考慮して検討した結果，「情報の事前提供」が見張り

不十分が原因として指摘される衝突海難の抑制に有効な対策の一つである．

(2) 「情報の事前提供」は，他船にまったく気付いてないという見張り不十分を抑制するために有効

な対策の一つであるだけではなく，適切なタイミングで定期的に実施することで動静監視不十分

を抑制するためにも有効な対策の一つとなると考えられる．

(3) シミュレータ実験によりポスターによる情報の事前提供の有効性を検証した．事前に事故事例や

海域に特徴的な交通流の情報をポスターにより参照した場合，衝突又は衝突に近い状況を避ける

ことができる割合が高いことが明らかとなった．つまり，「情報の事前提供」は衝突海難の抑制に

有効な対策の一つである．

(4) レーダを用いた「情報の事前提供」の具体的な方法として，操船者の要求の有無に関わらず，第

3章で示した継続的に見張りの必要がある船舶を自動捕捉・追尾し，連続してそれらの船舶の

ARPA情報等を提供する方法を提案した．

(5) レーダのラスター画像による画像処理とクラスタ分析から，今後，レーダにおける船舶画像の捕

捉・追尾精度の向上により，(3)で提案した情報の事前提供を実現するためのレーダの自動捕捉・

追尾機能の導入は十分可能であると考えられる．
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第7章 結論

本論文では，衝突海難の原因として指摘される「見張り不十分」とは操船者の状況認識におけるエ

ラーと考えることができ，操船者エラーには様々な背後要因があるという視点から，操船シミュレー

タ実験による操船者の行動分析と，SAGATを用いた状況認識の計測を実施し，見張り作業における

操船者エラーと操船者の状況認識の特徴を示した．さらに，CREAMを用いた海難事例分析により，

衝突海難の背後要因を整理した．また，見張り不十分が原因とされる衝突海難の対策の検討方法を提

案し，情報の事前提供が操船者エラーの抑制に効果があることを示した．最後に，情報の事前提供方

法として，レーダによる情報提供方法について提案を行った．
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